
Ｆ-１５戦闘機からのフレア誤射に抗議する意見書 

 

令和３年９月２９日午前１０時頃、定期訓練から帰投中の嘉手納基地所属Ｆ-１５戦

闘機が訓練用のフレアを誤射する事故が発生した。翌日、米軍は「フレアは地上から

約９１５メートルにて発射され、嘉手納基地近隣の約６１０メートルにて完全に分解

した。地元への害はなく、その後、追加の事故なく無事に帰投した」と発表した。 

本町は広大な弾薬庫地区や陸軍貯油施設を抱えており、さらには米軍機が住民居住

地上空を飛行訓練する様子が度々確認されている。万が一米軍施設や住民居住地にフ

レアが落下し延焼した場合、人命に関わる大惨事に繋がる恐れがあることから強い憤

りを禁じ得ない。 

一方、同月２７日にはＦＡ-１８戦闘機が２機、２９日に４機、１０月６日に５機が

飛来し、さらに１０月２日にもＣＶ-２２オスプレイ２機が飛来するなど嘉手納基地の

運用は過密になっている。町民からは、いずれ大事故が起きるのではないかとの不安

と怒りの声が高まっており、断じて容認できない。 

嘉手納飛行場に関する三市町連絡協議会の抗議要請の際、同基地第１８航空団司令

官は、今回のフレア誤射の事故原因は着陸時にパイロットが安全装置をかけていなか

った「人的ミス」であったこと、誤射した場所は特定できていないことを明らかにし

た。その際、「Ｆ-１５戦闘機のすべてのパイロットに操作ミスがないよう指導した」

と説明しているが、米軍はこれまでも同様な誤射事故を何度も起こしており、「人的ミ

ス」で済まされる問題ではなく極めて遺憾である。 

本町議会は事故発生のたびに米軍及び日米両政府に対し抗議を行うとともに、具体

的な事故再発防止策を講じるよう強く求めてきたが、再発防止に向けた取り組みが徹

底されているか甚だ疑問であり、強い不信感を抱かざるを得ない。 

よって、嘉手納町議会は町民の生命、財産、安全及び平穏な生活を守る立場からＦ-

１５戦闘機からのフレア誤射に厳重に抗議するとともに、下記事項を速やかに実現す

るよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 具体的かつ実効性ある再発防止策を速やかに策定し公表すること。  

２ 軍用機の住民居住地上空での飛行、訓練を禁止すること。  

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

令和３年１０月１４日 

 沖縄県嘉手納町議会 

 

（あて先） 

内閣総理大臣 外務大臣 防衛大臣 内閣官房長官（沖縄基地負担軽減担当） 

沖縄及び北方対策担当大臣 外務省特命全権大使（沖縄担当） 沖縄防衛局長 

沖縄県知事  



Ｆ-１５戦闘機からのフレア誤射に抗議する決議 

 

令和３年９月２９日午前１０時頃、定期訓練から帰投中の嘉手納基地所属Ｆ-１５戦

闘機が訓練用のフレアを誤射する事故が発生した。翌日、米軍は「フレアは地上から

約９１５メートルにて発射され、嘉手納基地近隣の約６１０メートルにて完全に分解

した。地元への害はなく、その後、追加の事故なく無事に帰投した」と発表した。 

本町は広大な弾薬庫地区や陸軍貯油施設を抱えており、さらには米軍機が住民居住

地上空を飛行訓練する様子が度々確認されている。万が一米軍施設や住民居住地にフ

レアが落下し延焼した場合、人命に関わる大惨事に繋がる恐れがあることから強い憤

りを禁じ得ない。 

一方、同月２７日にはＦＡ-１８戦闘機が２機、２９日に４機、１０月６日に５機が

飛来し、さらに１０月２日にもＣＶ-２２オスプレイ２機が飛来するなど嘉手納基地の

運用は過密になっている。町民からは、いずれ大事故が起きるのではないかとの不安

と怒りの声が高まっており、断じて容認できない。 

嘉手納飛行場に関する三市町連絡協議会の抗議要請の際、同基地第１８航空団司令

官は、今回のフレア誤射の事故原因は着陸時にパイロットが安全装置をかけていなか

った「人的ミス」であったこと、誤射した場所は特定できていないことを明らかにし

た。その際、「Ｆ-１５戦闘機のすべてのパイロットに操作ミスがないよう指導した」

と説明しているが、米軍はこれまでも同様な誤射事故を何度も起こしており、「人的ミ

ス」で済まされる問題ではなく極めて遺憾である。 

本町議会は事故発生のたびに米軍及び日米両政府に対し抗議を行うとともに、具体

的な事故再発防止策を講じるよう強く求めてきたが、再発防止に向けた取り組みが徹

底されているか甚だ疑問であり、強い不信感を抱かざるを得ない。 

よって、嘉手納町議会は町民の生命、財産、安全及び平穏な生活を守る立場からＦ-

１５戦闘機からのフレア誤射に厳重に抗議するとともに、下記事項を速やかに実現す

るよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 具体的かつ実効性ある再発防止策を速やかに策定し公表すること。  

２ 軍用機の住民居住地上空での飛行、訓練を禁止すること。  

 

以上、決議する。  

 

令和３年１０月１４日 

 沖縄県嘉手納町議会 

 

（あて先） 

駐日米国大使 在日米軍司令官 在沖米四軍沖縄地域調整官 在沖米国総領事 

嘉手納基地第１８航空団司令官 沖縄県議会議長  


